
 
平成２０年住生活総合調査の結果（福井県版）について 

 

１  調査の概要 
 住生活総合調査は、全国の普通世帯の住宅およびそのまわりの住環境に対する評価、住宅改善

計画の有無と内容、住宅建設または住み替えの実態等を把握するため、国土交通省および都道府

県が実施したものである。 
本調査は平成１５年までは「住宅需要実態調査」として 5年周期で実施してきており、今回の

調査からは、住宅・土地統計調査（総務省実施）との連携を強化し、調査内容の見直し・充実を

図り、「住生活総合調査」と名称を改めている。（２結果の概要中【新設】は、住生活総合調査に

て新しく作られた調査項目） 
 今回調査は、全国で約１０万世帯、福井県で６，６４０世帯(有効回答は６，０８８世帯)を対象

に平成２０年１２月１日現在で実施した。 
 

２  結果の概要 
（１）現在のすまいに対する感じ方について 
○ 住宅・住環境に対する総合評価の不満率(「非常に不満」＋「多少不満」の率)、住宅に対す

る評価の不満率は、全国に比べ低い。特に住宅に対する評価の不満率は、前回調査（平成１

５年）に比べ大幅に（１１.８ポイント）低下した。 
 住宅・住環境に対する 

総合評価（不満率） 
住宅に対する評価 

（不満率） 
住環境に対する評価

（不満率） 

福井県(平成２０年) ２４.４％ ２８.６％ ２９.６％ 

 同上 (平成１５年) ２４.６％ ４０.４％ ２８.１％ 

全 国(平成２０年) ２８.４％ ３２.０％ ３１.７％ 
 
○  住まいにおいて最も重要と思う点【新設】は、「火災・地震・水害などに対する安全」が２０.４％

(全国１５.１％)と最も高く、次いで「地震・台風時の住宅の安全性」、「治安犯罪発生の防止」と

続き、安全性に関する項目が上位を占める。 

○ 住まいにおいて重要と思わない点【新設】（複数回答）としては、「親や親戚の住宅との距離」、「ま

ちなみ、景観」とする世帯が多い。 

 
（２）最近の居住状況の変化について 
○  最近５年間の身辺事情の変化【新設】は、「変化がなかった」という世帯が４７.４%(全国４

９.３％)と最も多く、次いで「世帯が独立・分離した」が１３.５％(全国１４.１％)である。 
○  最近５年間で、住宅の新築・購入・増改築や賃貸住宅への入居等の居住状況の変化のあった

世帯は、全世帯の２７.２％(全国２７.８％)で、前回調査と比べ５.１ポイント減少している。 
○  このうち、変化の内容として最も多かったのは住んでいる住宅をリフォーム(増改築・模様替

え・修繕等)した世帯で１０.６％(全国７.１％)であったが、前回調査と比べ２.４ポイント減

少している。 
 
（３）今後 5年程度の間の住宅の住み替え・改善の意向について 
○  今後 5年程度の間に、住み替え・改善の意向がある世帯は、全世帯の１７.７％(全国１７.７％)

で、前回調査と比べ５.２ポイントの減少となっている。 
○  このうち、リフォームの意向のある世帯は、全世帯の１０.６％(全国７.４％)で、住み替え・

改善の意向のある世帯の５９.７％(全国４１.８％)を占めており、全国と比べ高い。 

平成２３年３月 
福井県土木部建築住宅課 



 
（４）今後の住まい方の意向について 
○  現在の住宅に住み続けたい(「住み続けたい」＋「できれば住み続けたい」)とする世帯は、

全体の７４.０％(全国６４.７％)で、全国と比べ高い。 
○  今後住み替えるとした場合の住まい方の意向で最も多いものは、所有関係別では「持家」で

７５.２％、建て方別では「一戸建・長屋建住宅」で７３.９％、新築・中古では「新築」で

６４.６％、となっている。 
 
（５）子・親との住まい方および高齢期における住まい方の意向 
○  高齢期における子との住まい方の意向は、同居（二世帯住宅を含む）、近居希望(「同一の敷

地・住棟内」＋「徒歩５分程度」＋「片道１５分未満」)」が共に増加している。 
○  高齢の親との住まい方の意向は、同居、近居の希望が共に全国より多い。 

現状 
親世帯が高齢に 
なった際の意向 （*は高齢（家計を主に支える者が６５歳以上）

世帯の調査結果）     同居 隣居・近居 同居 隣居・近居 

福井県 ３４.５％* ２１.８％* ２８.６％ ２１.７％ 子との住まい方 

(親世帯の立場で回答) 全 国 ２６.３％* １９.７％* １７.１％ １８.９％ 

福井県 ２３.６％ １９.３％ ２７.７％ １９.９％ 親との住まい方【新設】 
(子世帯の立場で回答) 全 国 １２.８％ １５.５％ １８.０％ １９.３％ 

 
（６）子育てにおいて重要と思う要素について 
○  子育てにおいて住宅や住環境について重視する要素は、「住宅および住宅のまわりの防犯性」

が１６.８％(全国２０.０％)と最も多く、次いで「幼稚園・小学校などの利便」「近隣の人た

ちやコミュニティとの関わり」となっている。 
 
（７）住宅の相続について 
○  借家居住世帯のうち将来相続できる家がある世帯は３８.７％(全国３６.６％)で、前回調査

の３９.６％と比べ減少している。活用方法については、「相続し、その家に住む」が最も多

く１４.７％(全国６.１％)となっている。  
 
（８）別荘やセカンドハウスの有無と保有計画について 
○  別荘やセカンドハウスを既に所有または借りている世帯は、７.９％(全国６.５％)となって

おり、前回調査より５.１ポイント増加した。 
 
（９）住居費負担とその評価について 
○  持家の住宅ローンの平均返済額、借家の家賃と共益費の合計の平均額は、全国と比べ低い。 

 住宅ローン（持家） 家賃(共益費含む)（借家） 

福井県(平成２０年)    ８.９万円／月     ４.３万円／月 

 同上 (平成１５年)    ８.９万円／月     ４.７万円／月 

全 国(平成２０年)    ９.８万円／月     ５.７万円／月 

 
３  結果の活用 
 平成２０年住生活総合調査の結果は、総務省統計局より公表される平成２０年住宅・土地統計

調査の結果とともに、住宅事情や住宅市場を把握するための基本的データであることから、今後

の住宅政策を検討する上で、基礎資料として活用する。 


